
株式会社ドコモCS東海

　　　　　　　　貸　借　対　照　表
（2019年3月31日現在）

（単位　千円）

科  目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

流　動　資　産 流　動　負　債

28,352 1,010,799

2,460,874 40,881

98,755 1,164,934

42,979 1,366,751

144,887 92,465

48,425 168,956

139,786 18

4,389,313 49,339

536 3,894,148

7,353,910 固　定　負　債

固　定　資　産 120,790

1,310,794

建 物 及 び 建 物 附 属 設 備 321,115 48,942

構 築 物 6,501 8,899

工 具 、 器 具 及 び 備 品 87,509

リ ー ス 資 産 159,790 1,489,427

建 設 仮 勘 定 0 5,383,575

有 形 固 定 資 産 合 計 574,916 　純　資　産　の　部

株　主　資　本

ソ フ ト ウ ェ ア 14,747 資　本　金 30,000

リ ー ス 資 産 215 資　本　剰　余　金

電 話 加 入 権 5,909 そ の 他 資 本 剰 余 金 60,000

無 形 固 定 資 産 合 計 20,873 利　益　剰　余　金

利 益 準 備 金 7,500

前 払 年 金 費 用 49,420 そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産 950,782 繰 越 利 益 剰 余 金 4,232,766

敷 金 及 び 保 証 金 761,133 （ う ち 当 期 純 利 益 ） （171,271）

そ の 他 2,805

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 1,764,141 4,240,266

2,359,931 4,330,266

9,713,842 9,713,842

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しています。

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 短 期 リ ー ス 債 務

未 収 入 金 未 払 金

未 成 工 事 支 出 金 未 払 費 用

貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等

前 払 金 未 払 消 費 税 等

前 払 費 用 前 受 金

預 け 金 預 り 金

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 流 動 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

長 期 リ ー ス 債 務

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

利 益 剰 余 金 合 計

固 定 資 産 合 計 純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

資 産 除 去 債 務

そ の 他

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

無 形 固 定 資 産



個別注記表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品のうち、端末機器については先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）、その他

については個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっています。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっています。 

なお、耐用年数については見積り耐用年数、残存価額については実質残存価額によっています。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっています。 

なお、耐用年数については見積り耐用年数によっています。 

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年以内)に基づく定額法によっています。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

定額法によっています。 

なお、耐用年数についてはリース期間、残存価額については実質残存価額によっています。 

３．引当金の計上基準 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生している額を計上しています。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっています。 

なお、数理計算上の差異については、発生年度に全額を費用処理しています。 

また、過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数にわたって定額法により費用処

理しています。 

４．収益及び費用の計上基準 

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用し、そ

の他の工事契約については工事完成基準を適用しています。なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末に

おける進捗度の見積りは、原価比例法によっています。 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税は、税抜方式によっています。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税につきましては、全額費用として処理しています。 



表示方法の変更に関する注記 

(繰延税金資産の表示区分の変更) 

   当事業年度より「税効果会計に係る会計基準」の一部改正（企業会計基準第28号 平成 30年 2月 16日）を適用

しております。 

これにより、前事業年度まで流動資産に計上していた繰延税金資産について、当事業年度から投資その他資産の 

繰延税金資産と合わせて表示しております。 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当事業年度末の発行済み株式の種類及び総数 

普通株式 600株 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決 議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

(千円) 

1株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2018年6月13日 

定時株主総会 
普通株式 219,445 365,743 2018年3月31日 2018年6月14日 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

第26回定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり予定しています。 

① 配当金の総額 171,270千円 

② 1株当たり配当額    285,451円 

③ 基準日 2019年3月31日 

④ 効力発生日 2019年6月15日 

⑤ 配当の原資 利益剰余金 


